
尾鷲市地域包括支援センター 

指定介護予防支援事業運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人尾鷲市社会福祉協議会（以下「本会」という。）が設置する地域包括

支援センター（以下「センター」という。）は、介護保険法等の趣旨に従い、利用者がそ

の居宅において、可能な限り自立した日常生活を営むことができるように、心身機能の改

善と維持、向上が図れるよう支援する。 

 

（運営の方針） 

第２条 自立支援の視点に立ち、多様な地域の社会資源を活用したケアプランの提案など、

介護予防の理念を踏まえたケアマネジメントを実施する。 

２ 事業参加状況、目標達成、適切性、新たな介護予防ニーズの有無について的確にモニタ

リングを行い、事業終了後も対象者に必要な支援を判断し、必要に応じたフォローアップ

を行う。 

 

（名称及び所在地） 

第３条 センターの名称及び所在地は、次のとおりとする。 

名 称 尾鷲市地域包括支援センター 

所在地 尾鷲市栄町５番５号（尾鷲市福祉保健センター内） 

     電 話 ０５９７－２２－３００３ 

 

名 称 尾鷲市地域包括支援センター 輪内ブランチ 

所在地 尾鷲市曽根町６０６番１（輪内高齢者サービスセンター内） 

電 話 ０５９７－２７－３００４ 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第４条 センターに勤務する職員の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

（１） 管理者は１名とし、職員の管理、利用の申込に係る調整及び業務の実施状況の把握

その他指揮命令等を一元的に行う。 

（２） 保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士をそれぞれ１名以上配置し、指定介護予

防支援の提供、その他必要な事務処理を行う。 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 センターの営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

（１） 営業日は月曜日から金曜日までとする。ただし、国民の祝日及び年末年始（１２月



２９日～１月３日）を除く。 

（２） 営業時間は午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

（３） 前項の営業日、営業時間以外にあっても、電話転送により緊急の相談にも対応でき

る体制をとる。 

（４） その他、本会会長（以下「会長」という。）が必要と認めたときは、前項の休業日

のほか臨時に休業することができる。 

 

（指定介護予防支援の提供方法及び内容） 

第６条 指定介護予防支援の提供方法及び内容は、次のとおりとする。 

（１） センターが提供する指定介護予防支援については、介護予防のための効果的な支

援の方法（厚生労働省令第３７号第２９条から第３１条の規定）に従って実施する。 

（２） 利用者の相談を受ける場所については、センターの相談室、介護予防サービス等事

業者が設置する事業所もしくは利用者の居宅等とする。 

（３） 担当職員は次に掲げる場合においては、原則としてサービス担当者会議を開催し

て、利用者の状況等に関する情報をサービス担当者と共有するとともに、介護予防サー

ビス計画の内容についてサービス担当者の専門的見地からの意見を求めるものとする。

ただし、やむを得ない理由がありサービス担当者が出席できない場合はサービス担当

者に対する照会等により意見等を求めるものとする。 

① 介護予防サービス計画書を新規に作成する場合 

② 利用者が要支援更新認定を受けた場合 

③ 利用者が要支援状態区分の変更の認定を受けた場合 

④ その他介護予防サービス計画の変更にあたってサービス担当者の意見を求める必

要がある場合 

（４） 担当職員は、少なくともサービス開始月、介護予防サービス計画の評価期間の終了

月、利用者の状況に著しい変化があった時のほか、サービス開始月の翌月から起算して

３ヶ月に１回は利用者の自宅を訪問し、利用者に面接するものとする。 

（５） 担当職員は、利用者の自宅を訪問しない月においては、可能な限りサービス提供事

業所等を訪問するなどの方法により利用者の状況把握に努めるものとし、面接できな

い場合は電話等の方法により利用者の状況把握に努めるものとする。 

（６） 担当職員は、少なくとも１ヶ月に１回はモニタリングの結果を記録するものとす

る。 

 

（利用料その他の費用の額） 

第７条 指定介護予防支援を提供した場合の利用料の額は、介護報酬の告示上の額とする。 

２ 通常の事業の実施範囲以外の地域で指定介護予防支援を提供する場合のその他の費用

は、要した交通費の実費とする。ただし、居宅介護支援事業所に委託する場合はこの限



りではない。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第８条 通常の事業の実施地域は、尾鷲市内とする。 

 

（事業の委託） 

第９条 センターは、指定介護予防支援を行うにあたって、その利用者から求めがあった場

合は、介護予防サービス計画の作成・変更、モニタリング、記録の作成、保管等の業務

を居宅介護支援事業所に委託することができるものとする。 

 

（苦情解決） 

第１０条 センターは、提供した指定介護予防支援に関する利用者からの苦情に対して、迅

速かつ適切に対応するため、受付窓口の設置、担当者の配置、事実関係の調査の実施、改

善措置、利用者又は家族に対する説明、記録の整備その他必要な措置を講ずるものとする。 

 

（事故と損害賠償） 

第１１条 センターは、利用者に対する指定介護予防支援の提供により事故が発生した場

合には、速やかに利用者の家族等に連絡し必要な措置を講ずるものとする。 

２ センターは、サービスを提供するにあたって、センターの責任と認められる事由によっ

て利用者に損害を与えた場合には、速やかに利用者の損害を賠償する。 

  

（従業者等の健康管理） 

第１２条 センターは、従業者等に対し伝染病等に関する基礎知識の習得に努めるととも

に、年１回以上の健康診断を受診させるものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第１３条 センターは個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）、

尾鷲市社会福祉協議会個人情報保護規程及びその他関係法令に基づいて利用者の記録や

情報を適切に管理するものとする。 

 

（虐待の防止のための措置） 

第１４条 センターは、虐待の発生または再発防止のため、次の措置を講ずるものとする。 

（１） 虐待防止のための指針を整備する。 

（２） 虐待防止検討委員会を設置する。 

（３） 虐待防止に関する措置を適切に実施するための担当者を定める。 

（４） 虐待防止のための職員研修を年１回以上実施する。 



（５） 虐待または虐待が疑われる事案が発生した場合は、速やかに尾鷲市に通報する。 

 

（ハラスメント対策） 

第１５条 センターは、ハラスメント対策のため、次の措置を講ずるものとする。 

（１） 職場におけるハラスメントの防止及び発生時の対応について、その対応方針を明

確にし、従業員に周知・啓発する。 

（２） カスタマーハラスメントの防止及び発生時の対応について、その対応方針を明確

にし、従業員に周知・啓発する。 

 

（業務継続計画の策定） 

第１６条 センターは、感染症や非常災害発生時の対応について業務継続計画を策定し、平

時より次の措置を講ずるものとする。 

（１） センターは、従業員に対し、業務継続計画について周知するものとし、必要な研修

及び訓練を定期的に実施するものとする。 

（２） センターは、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の

変更を行うものとする。 

 

（その他） 

第１７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 

 

（附則） 

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

この規程は、平成２４年２月１日から施行する。 

この規程は、平成２８年６月１日から施行する。 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

この規程は、令和８年２月１日から施行する。 


